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第４３回ちょっといって講座 

 

ヘイトスピーチとは何か 
                  

講師 金 尚均（ｷﾑ･ｻﾝｷﾞｭﾝ）龍谷大学法科大学院教授・弁護士 

                         日時 2015 年 7 月 31 日 

                         場所 福井県国際交流会館 
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紙屋敏夫福井県庁職員組合執行委員長挨拶 

実は「ヘイトスピーチ」という言葉を

つい最近知ったばかりです。そこで、調

べてみましたらヘイトスピーチとは「増

悪に基づく発言の一形態」と紹介されて

いました。ヘイトスピーチを行う目的は、

自分の意見を通すことにあり、あらゆ

る手法を用いて他者を低めようとし、

目的を達成するためには反対意見に全く
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耳を貸さないというものです。よって、憎悪、無力感、不信などを被害者に引き起こ

し、相互理解を深めようとする努力を無にする、不毛かつ有害な行為とされていま

す。ヘイトスピーチを規制する動きが欧米を中心に相当の国々で法案化されていま

す。先進国の中では、日本は法案化していない数少ない国の一つです。今日は、金

尚均教授のご講演を頂き、今後の多文化共生社会に向けた取り組みに生かしていき

たいと思いますのでよろしくお願いします。 

金尚均教授講演 

１ はじめに 

今日は京都から直接福井に来る予定でしたが、『人種差別撤廃施策推進法案』が

初めて国会で審議されるということで、東京から来ました。 

部落差別、民族差別が戦前・戦後を通じ一貫してあり、それに対応する様々な法

案がありました。具体的には 2 つの法案が閣議決定までされましたが廃案に終わっ

ています。私たちの日常的な経験の中で、「差別」を経験された方がたくさんおら

れると思います。しかし、日本社会の中では、現実にはこれに対し、具体的な法律

ないしは方策がとられていませんでした。今日、戦後初めて法案が国会に提出され

審議されることとなりました。 

いわゆる人種差別を廃止しようということが、大きな目的にあります。「人種差

別」というと、肌の色の違う人に対する差別の問題かといわれますが、そうではな

く、「国籍・民族・社会的な出自」を理由に差別することをいいます。実は、1965

年に国連で『人種差別撤廃条約』が作られています。日本はその 30 年後の 1995 年

にやっと加入しました。かつての自民党政権では、差別の規制に対して拒絶感があ

りました。村山政権の時に日本も『人種差別撤廃条約』に加入しようという動きと

なり、加入した経緯があります。たとえば『障害者権利条約』があり、日本は批准

しましたが、国際条約に照らした国内法で国の法律・条令を作ることになります。

しかし『人種差別撤廃条約』については国際条約に照らした国内法の整備をづっと

してこなかったのです。昨年の『人種差別撤廃条約』の委員会で、日本の官僚（外

務省審議官）は「日本では法的規制をすべきほどの深刻な差別事象はない」と発言

しているのです。差別目的で不当な取扱いやどのような犯罪が行われたのかという

統計はない。客観的な証拠もなしに、差別に基づく不当な取扱いや犯罪があるとは

いいがたいというのです。これは一面では正しいのですが、差別の被害当事者に対

する実態調査は行われていないのです。政府（自治体）でどのような差別事象があ

るかということについて、具体的な問題として扱ってこられませんでした。なかっ

たことにされてきたのです。ヘイトスピーチも同じようなことが言えます。ヘイト

スピーチは最近お聞きになったと言われましたが、私も、日本の社会の中で、この
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言葉が流行語大賞の候補になるまで話題となるとは夢にも思いませんでした。かつ

て公衆便所の中とか電柱に差別落書きをするということがありました。とりわけ、

被差別部落出身者に対する差別・誹謗中傷や在日朝鮮・韓国人に対する誹謗中傷が

書かれた落書きを見られたこともあるでしょう。従来は、差別表現・差別言葉とい

われてきましたが、ヘイトスピーチとは何なのか。英語をあえて日本社会の中で使

う、使わざるを得ない理由は何なのかです。 

『人種差別撤廃施策推進法案』の目玉は、朝鮮人であるとか、部落出身者である

とか国籍・出自・社会的な門地を理由にその集団ないしはそれに属する人に対し、

その人の能力・個人的な理由に関わりなく、その人の属性を理由に攻撃することで

す。 

 

２ 名誉毀損・侮辱と言われるものとヘイトスピーチは何が違うの

か（言葉の定義） 

①ヘイトスピーチとは何か？②日本で知られている名誉毀損罪・侮辱罪とどこが違うの

か？ですが、あえて、ヘイトスピーチという言葉を日本社会で使う必要がないのでなない

か、名誉毀損罪とか侮辱罪という言葉を使えばいいのではと思われる方も多いと思います。 

名誉棄損・侮辱というのは特定の個人に対して、誹謗中傷する、ないしは侮辱することで

す。僕の話を終わって、司会の方が、「僕の話は最低だ。この1時間半を返してほしい。こ

んな奴は死んでしまえ。」と言ったとすると典型的な名誉棄損です。一つはキム・サンギュ

ンという特定の個人に対して向けられているからです。もう一つは僕の話が良かろうが悪

かろうが、「とんでもなかった」という過去の一つの事実を掴まえてそれを評価することで

す。 侮辱は司会の方が何も言わずいきなり「バカ野郎」ということです。名誉棄損の刑

の上限は3年です。侮辱罪は1ヵ月です。言葉を入れるか、入れないかで刑の重さは全然異

なります。 

 ではヘイトスピーチとは何かですが、「朝鮮人は日本から出ていけ」「朝鮮人をたたき殺

すぞ」などという言葉がデモで使われたりしています。「在日特権を許さない市民の会（在

特会）」という団体があります。在日朝鮮人・韓国人は日本人ではないにもかかわらず様々

な特権を持っていると主張

する団体です。様々な特権と

は何かというと、まず「市民

税を払わなくてもよい」（…

私は山ほど払っていますけ

ど。）、「ＮＨＫ受信料を払わ

なくてもよい」、「水道代を払
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わなくてもよい」、「生活保護が何の審査もなく通る」等々と主張しています。そのような

特権を廃止しましょうと呼びかけているわけです。その呼びかけに多くの人が賛同しデモ

に参加しています。そのデモは単なる政治的表現ではなく、「朝鮮人を日本から叩き出せ」

などと、個人ではなく日本にいる集団・一定の民族に対する攻撃が行われています。特徴

的なのは公衆便所とか街角の電柱にひとりこっそりと書いている落書き＝一人で陰湿にや

る差別ではなく、大勢の人間による、大阪・京都などの大都会の土日に、大通りで堂々と

デモによる攻撃が行われています。 

（ビデオ視聴： 京都朝鮮学校・奈良水平社博物館・東京新大久保・大阪鶴橋等でのヘイ

トスピーチ） 

 典型的な日本で問題となっているヘイトスピーチですが、非常に見苦しい・聞き苦しい・

不快だと思われるでしょう。あのデモに参加しているのは、30代後半から50歳くらいの定

職を持っている人が多いのです。このような過激なデモに対しては、ヨーロッパのネオナ

チのデモを連想する訳です。若年層でしかも仕事がない無職の人々がデモに参加するので

はないかと考えるわけですが、実は日本ではそうでなない。若い人は、安倍内閣の集団的

自衛権に関する一連の法案に対する反対デモでSEALDsなどに代表される運動をしている。

50代から60台の人はSEALDs世代の父母たちであり、そのデモを見守っているのです。大学

の入学式でも父母が来られます。学生が300人なら倍の600人の父母が来られるのです。親

もSEALDsの運動についてくる。ところが、ヘイトスピーチに参加する世代は30代後半から

50歳で、一般的には家庭を持ち・仕事を持ち、一家の大黒柱として忙しい世代でもありま

す。収入を得る中で中間層の意思を持ち、運動とか社会には目を向けない世代と言われて

います。ところが、日本では排外的な運動に力を入れる、ないしは関心を寄せる傾向があ

ります。 

 

３ ヘイトスピーチは何を侵害するのか？誰を傷つけているのか？ 

ヘイトスピーチは法的な意味を持っています。とても社会的に見て不健全で社会の発展

に寄与するものだとは思われません。一定の人々を排除する・排撃する醜悪なものです。

こうした攻撃的に罵る行為が、日本では法的に規制されていません。名誉棄損・侮辱は特

定の個人に向けられた場合に処罰されますが、ヘイトスピーチのデモは朝鮮人である特定

の個人ではなく、朝鮮人という集団に対して向けられており、日本の法律からすれば、特

定の個人に向けられてはいないので、誰も被害者がいないという結論になります。これは

憲法21条で保証する表現の自由だという反論が返ってきます。警察で道路使用許可をもら

ってデモが許されることとなっています。デモをする際、あるいはデモの申請を受け取る

際には基準があります。ヘイトスピーチが日本で社会問題化しているのは、法的規制がな

いからです。日本では特定の個人に対する誹謗中傷や侮辱以外は処罰されません。特定の

集団に向けられた誹謗中傷。あるいは被差別部落の人たちを「人間のクズだ」と誹謗中傷
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するわけです。そのような場合でも、被差別部落民という一定の地域に住んでいる方を、

まるごと攻撃するのですが、特定の個人に向けられていないので、いまの日本の法律では、

誰に対しても誹謗中傷していないという変な結論がでます。こうした言葉は表現の自由だ

という反論です。 

 

４ 京都朝鮮学校事件：京都地裁2013年10月７日及び14年7月8日大

阪高裁民事裁判判決の意味 

ヘイトスピーチは日本では非常に新しい現象で、おおぴらに、大通りで、大の大人が大

声を上げて、正々堂々と胸を張って一定の人々に対し「出ていけ」「殺せ」ということは、

ここ3年くらいの現象です。 

京都の朝鮮学校の事件が端緒となっています。私はヘイトスピーチに関わるきっかけも

この事件でした。今日との南区に京都朝鮮第一初級学校というのがあります。私自身はこ

の学校に3人の子どもを通わせていました。2009年12月4日、校門前に11人の大人が白昼堂々

拡声器を持ち、子供が校舎にいる中で怒鳴り声をあげたのです。昼の12時40分、次の授業

の準備をしたり、遊んだりしている時間帯です。在特会という人々が拡声器を持って1時間

にわたりヘイトスピーチを行ったのです。私は先生から応援を頼まれたので、学校の現場

に急遽駆けつけました。たまたば職場が近い距離にありましたので。かれらの言葉から非

常なショックを受けました。「チョンコ死ね」、「おまえらウンコ食っているやろ」、「キムチ

くさい」という昔の言葉、私が小学生の時に聞かされたような言葉を21世紀の今聞かされ

たのです。私自身は朝鮮学校に通ったことはなく、普通の学校に小中高と通っていました。

小学校の時に自分の同級生から「お前チョンコやろ」と言われたのです。笑いながら言う

のです。「お前らチョンコは竹食うんやろ」というのです。「竹」とはキムチのことです。

40年前ですから、当時の日本人はあまりキムチは食べなかったと思います。「竹」とは人間

の食べないものを食べるのだろうという意味です。それは強烈な侮辱メッセージでした。

そこで、同級生と大喧嘩しましたが、自分としては非常に気持ちが悪い。私が学校でどの

ような態度を取っていたか、どのような成績だったか、どのような友達付き合いをしてい

たかは関係がない。朝鮮人であるということだけで侮辱するわけです。私個人ではない。

一定の集団に対して、能力・性格・人格に関係なく攻撃するわけです。「こいつらは、俺た

ちと違うんだぞ」という認識があるのです。仮に人間に『一級』・『二級』があるとするな

らば、「お前たちは二級市民だぞ」ということです。在特会の人が朝鮮学校の前で言った言

葉に「約束というものは人間同士がするものです。朝鮮人とは約束できません」と。言葉

の裏には真のメッセージがありますが、「お前ら朝鮮人とわれわれ日本人とは違う」という

ことです。違いをつける。朝鮮人という１つのレッテルを張ることによって、すべてを攻

撃の対象とする。そのようなことが社会的に蔓延すると、被差別部落に対する差別、朝鮮
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人に対する差別が社会的に浸透していくわけです。そこでは、ひとくくりに物事を見てし

まう。人間の中でも無意識的に区別する。一級・二級と区別し、そして二級の人たちに対

しては、権利の享受主体ではないとして差別・排除することを正当化します。 

ヘイトスピーチの何が怖いかと言えば、特定の集団を十羽ひとからげにして、その集団

の人たちをすべて貶める。範囲が広い。関東大震災の時にどのような流言飛語が流れたか

と言えば、「朝鮮人が井戸に毒を撒いた」というものでした。朝鮮人のAさんBさんではない

のです。そうすると、朝鮮人であればみな敵だという発想が社会の中で当然のように撒か

れたのです。朝鮮人であれば殺しても構わないという社会的認識があたかも正義という名

を語って出てくるのです。これがヘイトスピーチのスピーチで終わらない攻撃性です。 

京都の朝鮮学校事件では、ひどい攻撃に対し、法的に民事裁判を提起しました。刑事裁

判もありましたが、侮辱罪と威力業務妨害罪で懲役2年執行猶予4年という、まずまず普通

の判決が出ました。しかし、この事件の本質は単に侮辱と威力業務妨害ではなく、まさに

ヘイトスピーチが行われたことにありました。在特会の人たちは日本の学校だったら、拡

声器を持って白昼堂々とするでしょうか。なぜ、彼らは来たか。朝鮮学校だから来たので

す。日本の植民地支配で奪われた言葉と民族的アイデンティティを再回復するための歴史

の生き証拠・生証人があるわけです。従軍慰安婦の問題では単なる商業慰安婦だという言

い方がされる。在特会のヘイトスピーチの行動から、彼らは何を消したいのかが見えてき

ます。自分たちの先祖・日本がやってきた否定的な側面・「痛い」側面・都合の悪い側面を

消したい。その表れが朝鮮学校なので、それを消したいわけです。 

当時、警察官も現場に駆けつけましたが現行犯逮捕しませんでした。何もしてくれなか

ったのです。そこで、私たちは学校と子どもたちを守るために本気になりました。社会に

対し、警察に対シグナルを送ることとしました。あったにもかかわらず、なかったことに

されてきた日本における差別事象があるものとして示したいと考えました。差別的。排外

主義的な行動をする人に対し、日本社会の良識を示そうと考えました。 

2013年10月7日の民事裁判の判決は、4年目で判決が出ましたが、形式上名誉棄損と業務

妨害が認められましたが、その中身は、名誉棄損では人種差別があったとし、画期的なこ

とに、業務妨害として、朝鮮学校が民族教育を実施する権利を在特会は妨害したというも

のです。人種差別があった場合には損害賠償の額として（無形損害）、多大な額になるとい

う判決を下し、1226万円の損害賠償の額になりました。人種差別を認めた判決としては、

浜松の宝石店に外国人が入ろうとしたことに対して拒否した事件、小樽の風呂屋に外国人

が入ろうとしたことを拒否する貼り紙をした事件に対して、人種差別撤廃条約を適用して

損害賠償が認められましたが、京都の朝鮮学校の事件では、人種差別撤廃条約による人種

差別が認められた場合、通常の事案とは異なり、損害賠償の額が多大になるという判決で

した。通常の事案であれば300万円程度の賠償額ですが、その4倍程度になったのです。 
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５ ヘイトスピーチによる侵害の中身 

ヘイトスピーチを考えるうえで、私

たちの法律上の知識は、通常、犯罪が

行われた＝「物を取られた」、「けが

をさせられた」、「殺された」という

場合に、法律上の行為・犯罪というも

のを考えるわけです。知らず知らずの

うちに個人対個人の関係で法律の問題

をとらえています。それは、憲法 13

条に「すべて国民は、個人として

尊重される。生命、自由及び幸福

追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他

の国政の上で、最大の尊重を必要とする。」とあります。ここが一番の起源で

す。全ての問題が個人として解決されるのであればよいのですが、憲法 14 条

では、「すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身

分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。」

と規定しています。なぜ平等でなければいけないかというと、ヘイトスピーチ

と関係しますが、「人種、信条、性別、社会的身分又は門地」というのは個人

の問題ではありません。結婚差別というものがありますが、私の友人の女性が、

ある男性と結婚しようとして、その両親に会いに行ったところ、1 週間ほどし

てその男性からの連絡がなくなってしまったのです。女性の方から男性に電話

したところ結婚の断りの話になった。なぜ断られたのかと調べたところ、彼女

の両親が被差別部落の出身であった。男性の両親が興信所を通じて調べたので

す。彼女の個人的な性格・人格・器量という問題ではなく、被差別部落出身で

あるということで断られた。属性による差別です。彼女一人の問題ではない。

日本社会で、憲法 13 条の個人の問題として考えますが、もし彼女が一筆入れ

て「被差別部落出身者とは付き合いません」とすれば、彼女にとってはハピー

かもしれない。しかし、他の 99 人の出身者は同じ差別を受ける訳です。憲法

13 条だけでは汲みつくされない問題があります。憲法 13 条を縦軸とすれば日

本の社会に横軸の問題があります。同じような経験をし、同じような特徴を持

った人がたくさんいます。差別は、個人の問題だけでは汲みつくせない集団的

経験をせざるを得ない問題です。それが憲法 14 条で謳われているのです。憲

法 13 条と 14 条の並びは非常に考えられています。13 条では汲みつくせない

社会問題が沢山あります。だから 13 条を担保する横軸を考えましょうという

のが 14 条です。横軸の問題として、自分の属性に関わって不当な扱いを受け
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る。なぜ結婚できないのか。結婚は同じ対等の身分の人たちが結婚するものだ

とすると、彼女はなぜ結婚できないかといえば、「あなたたちは私たちと身分

が違うんですよ」というメッセージを男性と男性の両親が送っていることにな

ります。社会的身分ないしは門地によって、その人の個人的能力に関わりなく

不当な扱いを受けることです。「あなたたちと私たちは違うんですよ」、「あ

なたたちは二級市民なんですよ」、「人間以下なんです」というメッセージで

す。 

自分一人の問題ではなく、同

じ境遇にある人が同じ経験を

するということです。これは集

団そのものが尊重されないと

いことです。かつてドイツで多

くのユダヤ人がポーランドに

移住させられ、最終的にアウシ

ュビッツなどの強制収容所で

殺されました。なぜ、ユダヤ人が殺されたかというと、ユダヤ人だから殺され

たのです。その人の個人的理由によって殺されたのではありません。あるユダ

ヤ人が今からガス室に連れられて行こうとするとき、殺されると察知したユダ

ヤ人は、ドイツ人の看守になぜ私は殺されなければならないのかと聞いたので

す。そうするとドイツ人の看守は「私はあなたに対しては個人的恨みも何もな

い。しかも、私はあなたのことをまったく知らない。しかし、あなたは死なな

ければならない。なぜならあなたはユダヤ人だからだ」と答えました。そのメ

ッセージ性はドイツの中ではユダヤ人は人間としては扱われていない。人間以

下との扱いです。みなさんがゴキブリを見つけたらどうしますか。殺される運

命なのです。それと同じようなことが起きているのです。殺す側には何の後ろ

めたさもないのです。人間以下というメッセージが社会の中で浸透しきってい

るからです。このように、ヘイトスピーチが社会に蔓延することによって、一

定の集団が社会から排除されたり、法的権利の享受から排除されることが社会

では当たり前とされ、また普通の人はそれを当たり前と思うようになる状況が

できてきます。だから怖いのです。 

 

６ まとめ 

 
人種・国籍・性

別・社会的身分

または門地 

自分一人だけでな

く同じ境遇にある

人々が同じ経験を

する。 

集団そのものが尊

重されない 
差別 
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なぜ差別していけないのか

ですが、差別してはいけない

のは皆同じだからということ

ではなく、差別した集団の人

たちを人間扱いしないからで

す。「そうするとひどいこと

がこの世の中で起こってきま

すよ」ということです。同じ

人であるにもかかわらず、そ

の人たちを人間扱いしないと

いう法的・精神的関係が出来てきます。このメッセージ性が浸透したときにど

ういった事態が起きるのか。ジェノサイドという言葉がありますが、日本では

「民族大虐殺」という言葉の訳をつけていますが、それがかつてのアウシュビ

ッツや関東大震災の時代のことと思われるでしょうが、近年でも、ユーゴスラ

ビアの内戦時にセルビア人による大虐殺、ルワンダの少数民族の大虐殺なども

ありました。○○民族だから殺してもよいとして、人間は後ろめたさを持って

何かをすることはできません。常に正当性を持たせます。そうすると、その背

景として、人間以下というメッセージを送ることのよって、同じ人間ではない

と勝手に思い込ませ、ここにジェノサイドを生む根拠があります。何が根本的

に大事かといえば、同じ社会に住む市民が、対等かつ平等な構成員として社会

に物言い、決定していくというのが民主主義です。ヘイトスピーチは対等かつ

平等な構成員であるべきものを、ある特定の集団だけは構成員ではないと排除

するのです。自分たちの都合のよい社会を造っていく。それは日本の社会にお

ける民主制を破壊する。ヘイトスピーチは同じ人間に対する攻撃であり、社会

の民主制、根本的制度を破壊するものです。なんとか、国会で審議されている

法案、あるいは高松・大阪で類似する裁判が 2 つ行われていますが、人種差別

撤廃条約が活発に使われるよう勧めていく必要があります。 

 

質問 

Ａ  2 年前に在特会が福井でも 35 人ほどでヘイトスピーチを行おうという動

きがありましたが、全国的にはどうなのでしょうか 

 

なぜ差別がい

けないの？ 

なぜ平等の権利

って必要なの？ 
差別 

ジェノサイド 

「同じ」人と

して見ない 

集団の人々を社会

と法律から排除す

る 
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キム  乗り越えネットという団体によると、昨年では 361 件のヘイトスピー

チのデモがあったといことです。週末に散発的に行われています。京都の判決

以降は件数は減っています。しかし、大阪、京都では毎週 1 件は行われていま

す。デモや凱旋などです。東京・新大久保などではデモが多発していましたが、

それに対して、カウンターという形で在特会がやっているデモに対してカウン

ターデモを仕掛けるのです。そのような対抗をして、ヘイトスピーチを許さな

い。ヘイトスピーチに法的規制がかかっていないので、ひどい言葉を言っても

法的対応がなされないので、現場の警察官からするとどちらも迷惑だというこ

とになる。ドイツではヘイトスピーチをした場合には最高 5 年の刑罰が科せら

れます。ドイツでは名誉棄損では最高 2 年です。「アウシュビッツ収容所はな

かった」という歴史的事実を否定する表現があった場合、重い刑罰が科されま

すが、日本にはそのような規制は一切ありません。法的規制がないので、逆に

在特会から「自分たちのやっていることの何が悪」いと開き直られるのです。 

 

Ｂ  ヘイトスピーチの法的規制について否定的発言をする人が結構多い。特

に左の人に「表現の自由を制限する」という意見が多いが。 

 

キム  左の方が否定的です。これは日本の社会の限界があります。在特会は

「日本の国で」、「日本社会の中で」、「日本民族」と言っているわけです。

外国籍の方以外は、そのようなヘイトスピーチは絶対に受けません。受けるの

は日本にいるある特定の少数者です。見苦しいし・聞き苦しい・不快なもので

はあるが、規制すべきほどのものではないと。タバコの規制の根拠は不快だか

らです。確かに見苦しい・不快ではあるが、法的には規制すべきほどでもない、

日本の社会においてそのようなことまで規制をするのか、日本社会にはなじま

ないという結論が出てくるのです。それは間違いです。日本の人からすると不

快かもしれないが、攻撃を受けているものからすると、また関東大震災で起こ

ったような被害が起こるのではないか、憲法 25 条に保障された生命に対する

危機感がある。ここに非対称がある。これをどう克服するかです。表現の自由

の発想はもっと後のことです。 

 

Ｃ  私は左に位置するかも知れませんが、表現の自由を持ち出すのは自分の

今後のことを思っているのではと思うのです。どんどん右傾化が進み、左の人
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間が今言えていることも今後言えなくなる。そのような恐れがあるのではない

のでしょうか。その、自分たちに被害が及ぶのでなないかということと、自分

が被害者であったときには、同様のことがいえるかということでしょうか。 

キム  自分たちもものが言えなくなるということですが、京都の裁判に一つ

のヒントがあります。裁判官は非常に頑張ったと思います。日本の現状の法律

ではヘイトスピーチは規制することはできないと真正面から言っています。そ

こで、日本が国連に入っているにもかかわらず、なぜ国際条約というものを日

本の国会議員や右左の人々を含めてそれを参照しないのか。人種差別撤廃条約

は何を言っているかというと、ヘイトスピーチ規制は第二次世界大戦の教訓と

して出てきた、社会にはどうもマジョリティーとマイノリティーがある。これ

は、第二次世界大戦まで分かっているようで分からなかったことです。そのよ

うな中で、人種差別撤廃条約が 1965 年にできた。まず、人種差別撤廃条約に

照らしてどうか判断する。そして、表現の自由については民主主義の実現の問

題で、国のやっていることに対して、どういうふうにチェックをいれるかとい

う緊張関係です。その均衡がおかしくなっているのが、いまの国会の動きです。

ヘイトスピーチの問題と、左側の人たちが規制に消極的であるという問題を分

けて考える必要があります。 

Ｃ  京都の判決は法律では裁ききれない、しかし、憲法 14 条は権力者から住

民を守るためのものなのではないでしょうか。 

キム  憲法 14 条をより担保するものが国際条約です・ 

Ｃ  今日から審議の始まった『人種差別撤廃施策推進法案』はどのようなもの

でしょうか。 

キム  差別に対する処罰はありませんが、差別の定義を示しています。典型

的には、民族・国籍・社会的な門地を理由とした社会的な不当な排除、社会的

な不当な取り扱いを禁止する。処罰をつけると反対する意見も多いのでまず定

義を置くことを念頭においた法律となっています。 
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